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Summary: 
    In the international context of improving tax transparency, this study focuses on the 
strategic disclosure of the corporate income tax in Japan. The author analyzes the 
financial and non-financial information of the 16 largest companies in Japan by market 
capitalization that apply FIN48, “Accounting for Uncertainty in Income taxes” of US-
GAAP and compares the results with the tax disclosure in Europe to examine the social-
institutional factors that affect tax behavior, including the policy and disclosure. 
    The findings reveal that many Japanese companies defensively disclose the transfer 
pricing taxation toward the domestic tax authorities, which is a significant local tax issue. 
This contrasts with the Europe-based multinationals who recognize a broad range of 
stakeholders and disclose actively as a management strategies. Additionally, the author 
points out that the insufficient legal stability in the advance ruling system is one cause 
of this passive and closed disclosure in Japan. 
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I．はじめに 
1．問題意識 
 129か国が加盟する税源侵食・利益移転に関するOECD/G20包摂的取組み（以下「BEPS」）
に代表される国際協力の進展により，今や租税は，コストやキャッシュフローの財務数値の
みならず，コンプライアンス，企業の社会的責任（以下「CSR」）等のコーポレートレピュ
テーションに至るまで，企業経営に幅広く影響を及ぼし得る要因となった．GAFA の一角
Facebookが「課税逃れ」との国際的批判に配慮して税率の低いアイルランド法人を使った
税務戦略の変更を発表する 1など，課税の透明性における戦略的重要度は増していると言え
る． 
グローバルなビジネス展開を行う日系企業においてもこうした国際的潮流と無縁ではな
く，租税に関する情報開示の在り方を模索している現状と考えられる．近年，税務方針を自
社の HP 上で公開する日本企業が増加傾向にあるものの，反面各社横並びの画一的な開示
が多く見受けられるのもまた事実である．果たして，現在日本企業は，経営戦略における租
税の扱いや位置づけ，また自らの租税行動に関してどのような対外公表を行っているので
あろうか． 
 
2．先行研究と本研究の目的 
租税における情報開示の議論は，コーポレートガバナンスの概念に包含されるインベス
ター・リレーションズ（以下「IR」）からのアプローチと，国際課税分野における主として
BEPSへの対応に視座を置くアプローチとに大別される． 
前者の IRは，我が国でも 2014年にスチュワードシップ・コード，2015年にコーポレー
トガバナンス・コードが相次いで導入され，企業・投資家間のエンゲージメントの一環とし
て位置づけられるようになった． 
この流れを背景として，現在の投資家の情報開示に対する関心は，財務情報のみならず，
非財務情報，特に環境，社会，ガバナンスに配慮する企業を重視する投資手法である ESG
投資へ移行している（江川，2018，p. 216-221）．ESGの課題は運用ポートフォリオのパフ
ォーマンスに影響を及ぼし得るものであり，その点を意識し経営することこそ長期的な企
業価値の増大につながるとする考え方 2は，従来の CSR 論から「サステナビリティ」とい
う多義的な概念に発展している．現在 ESGは日本の，特に公開企業にとって避けることの
できない IRとして認識されている．こうして，経営陣が株主をはじめとするステークホル
ダーに配慮し，環境や社会といった社会的責任の遂行も含めて，長期的企業価値増大を図る
ための布陣としてガバナンスがあるとする ESG論（北川・佐藤・松田・加藤，2019，p.61-
62，p.79，p. 110-111）において初めて，戦略的情報開示の問題をコーポレートガバナンス
のフレームワークの中で議論することが可能になったと言えよう．その一方で租税関連の
ディスクロージャーに限定すれば，2018 年 12 月に，サステナビリティ報告国際ガイドラ
イン策定機関である GRI3が「税と政府支払」に関する新たなスタンダード案を発表したと
ころで 4，実務的な定着に関しては端緒に着いたばかりである．既存研究においても，租税
における分配の概念と企業の社会的・経済的価値創造との関係性については明らかになっ
ていない． 
他方，後者の BEPS プロジェクトを契機とした税の透明性の議論は，実務家や税法学者
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によって展開されてきた． 
こうした透明性に対する取組みに積極的ではないと評されてきた日本企業においても，
近年，BEPS Action 13に基づく移転価格文書化を始めとする様々な開示義務の導入に伴い，
各国税務当局からチャレンジを受ける潜在的リスクの増加が予想されることから，税務ガ
バナンスへの関心が高まっているとされる（Kalloe・河崎，2019，p.34-35）．昨今実務で盛
んに用いられる「税務ガバナンス」であるが，タックスコンプライアンスに抵触した場合に
課税処分を通じて企業レピュテーションの毀損を惹起するとの危惧から，我が国において
もコーポレートガバナンスの一環として組み込むべきという意見（岩崎，2017，p. 4ほか）
が見られるようになった．しかし，2016年に国税庁より税務に関するコーポレートガバナ
ンスに対する取組み方針 5が公表されたことも相俟って，税務ガバナンスとしての取組みは
企業・税務当局間の閉鎖的なコミュニケーションに偏向していると捉えることもできる．ま
た，日本においては税務ガバナンス構築のための人的リソースの不足や，税務ガバナンスに
関する議論が十分に深化していないとの指摘もある（Kalloe・河崎，2019，p.46）． 
その一方で，税務ガバナンスの文脈ではなく，多様なステークホルダーに対して企業に透
明性を求める政策や仕組みに言及しているのが，吉村（2017）である．欧米等一部の国で
は，課税当局による情報取得が可能な制度・態勢が整っているかという観点以外に，租税戦
略に関する企業の姿勢や税務ポジションに係るリスクを投資家向けに開示させると共に，
広く企業のステークホルダー一般に向けて公平な税負担に係る説明義務を課す試みが存在
するとしている（p. 635-636）．吉村論文（2017）は，欧米の事例を引用しながら税の透明
性と租税回避行動変化との関係を論じるもので，税務行政側に視座がある． 
以上の既存研究レビューを踏まえ，本論文では，企業の側に視点を転じ，コーポレートガ
バナンスや ESG，あるいは税の透明性を重視する様々なステークホルダーからの要求に対
し，日本企業がいかなる開示でもって応えているのかについて検討することとする．租税回
避であるか否かではなく，戦略選択の一つとしての情報開示に注目するものである． 
 本論文の構成は以下の通りである．まず，日本企業における租税関連の情報開示の現状か
らその経営戦略上の扱いを分析するに先立ち，海外企業の非財務情報開示を参照する（Ⅱ
１）．次に，グローバル展開を行っている日本企業の代表的サンプルとして，米国会計基準
（以下「US-GAAP」）採用企業より分析対象を抽出し（Ⅱ２），財務情報と非財務情報との
整合性という切り口で調査を実施する（Ⅲ１）．そして，その開示の特徴について海外企業
との比較を行った上で，日本企業の経営者が租税，とりわけ国際課税分野においてどのよう
な企業経営上のリスクを見ているかについて検討し（Ⅲ２），最後にそうした日本と海外に
おける開示の差異が何に起因するのか背景について考察を行う（Ⅲ３）． 
 本研究は，単に税の効率性といった租税の経済的側面ではなく，企業経営者がその社会的
制度的背景の下で，租税に関わる対外開示をいかにして行っているかという経営戦略的側
面について考察することを目的としている． 
 
II．本研究におけるアプローチ方法 
1．欧州企業における租税関連開示 
本項においては，日本企業の開示分析における比較参照のため，欧州多国籍企業のマテリ
アリティ開示における租税の文脈を取り上げる． 
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分析対象選択の理由は以下の通りである． 
まず欧州というエリアについてであるが，BEPSプロジェクトを推進している OECD租
税委員会やOECD租税センターの所在地 6である欧州に本社機能を置く企業の租税行動は，
BEPS の議論において非難の俎上に上っていないことが挙げられる．その過度な租税回避
行為により BEPS プロジェクトが各国政府から承認を得る契機となった米国企業 7とは異
なり，欧州企業は，宮崎（2016）が「日本は，いわゆるアグレッシブなタックスプランニン
グの発信地ではない」（p. 42）と言及した点において，日本の多国籍企業と共通している． 
一方マテリアリティ開示に関しては，企業のサステナビリティを巡る課題の中で経営者
にとって重要な影響を及ぼす項目，すなわちマテリアリティを特定して開示・報告を行うべ
きとする考え方が近年主流になっている点に注目した．サステナビリティ報告を含む非財
務情報の開示に関連して複数の国際的スタンダード 8が存在するためマテリアリティの定
義も様々であるが，それゆえにこそ，画一的な開示ルールへの遵守ではなく，各社が租税に
対して認識する相対的な重要度や企業としての取組みへの優先度が明確になると期待され
る． 
 分析対象企業は，PwC（2017）による株式時価総額ランキングトップ 1009より，本社所
在地国が欧州にある企業のうち，税制上の恩典がある等適用される税制において他の業種
とは一線を画する金融 2社とエネルギー3社を除外した 17社を選定した．そして，①マテ
リアリティ選定のための評価方法が開示されているか，②租税はマテリアリティ，もしくは
マテリアリティ候補として開示されているか，③マテリアリティ開示における租税の文脈
は何か，の３つの観点から検討を行ったのが表１である． 
 マテリアリティ開示における租税の扱いを分析した結果，第一の着目点は業種である．租
税をマテリアリティ，もしくはマテリアリティ候補として開示していたのは 17社中 7社だ
が，うち 5社（Nestle，Anheuser-Busch，Unilever，British American Tobacco，Inditex）
はコンシューマービジネスであった．BEPS の問題で欧州の非難に晒されていた Apple や
Google のような米国ＩＴ企業では，知的財産を軽課税国で保有し，費用は米国や欧州の一
部の高税率国において発生されるという手法を採用してきた．これは一般には，実店舗を持
たないからこそ可能なタックス・スキームである．ところが，欧州ではこうした米国企業と
業種・業態を異にするセクターが，これほどまでに租税に対する企業の姿勢を広く公開して
いるのは何故なのかという点に関心が向くのである．これについては，英国で不買運動にま
で発展した Starbucks のごとき海外新興企業の租税行動が問題になる遥か以前から，消費
者や消費者団体，NGOといったステークホルダーの影響をことのほか強く受けてきたビジ
ネス環境が欧州にはあり，特にコンシューマービジネスにおいては租税への対応方針が消
費者の社会的抗議運動に結びつく危険を孕んでいることが推測される． 
 このことは，第二の着目点として，租税のマテリアリティとしての文脈に視点を転ずると
さらに顕著である．租税をマテリアリティと認識するほとんどの企業では，BEPSアクショ
ンプラン 3類型 10の一つである「透明性（Transparency）」が引用されているが，眼を惹く
のは「企業倫理（Business ethics）」や「企業行動・振る舞い（Corporate behavior）」とい
う企業行動規範の文脈であり，タックスプランニングを想起させる「租税戦略（Tax 
strategy）」という記載があるのは，わずかにヘルスケアの Glaxosmithkline1社のみであっ
た．欧州企業においては，一般投資家が要求するであろう「税の効率性と透明性との均衡」
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を標榜する企業の姿は観察できず，より広範なステークホルダーを意識した対外開示がな
されていることが窺えるのである． 
 以上により，欧州企業の経営者は，自社を取り巻くステークホルダーが企業活動に及ぼす
影響を配慮してこそ企業のサステナビリティが担保されること，非財務情報開示の中でそ
うした企業理念を積極的に示していくことの必要性を認識しているものと考えられるので
ある． 
 
表 1 欧州企業 17社の租税関連マテリアリティ開示 
 
 
マテリアリティの
評価方法
租税はマテリ
アリティ候補か
租税は
マテリアリティか
マテリアリティ
としての文脈
1 Nestle スイス 消費財 ﾏﾃﾘｱﾘﾃｨ･ﾏﾄﾘｯｸｽ ○ ○ 企業倫理・透明性
2 Anheuser-Busch
 Inbev SA
ベルギー 消費財 ﾏﾃﾘｱﾘﾃｨ･ﾏﾄﾘｯｸｽ ○ × 納税
3 Roche Holding スイス ヘルスケア ﾏﾃﾘｱﾘﾃｨ･ﾌﾟﾛｾｽ × × ー
4 Novartis スイス ヘルスケア ﾏﾃﾘｱﾘﾃｨ･ﾏﾄﾘｯｸｽ × × ー
5 Unilever オランダ 消費財 ﾏﾃﾘｱﾘﾃｨ･ﾏﾄﾘｯｸｽ
ﾏﾃﾘｱﾘﾃｨ･ﾌﾟﾛｾｽ
○ ○ 透明性・経済貢献
特定の租税方針
（炭素税・砂糖税等）
6 British American
Tobacco Plc
イギリス 消費財 ﾏﾃﾘｱﾘﾃｨ･ﾌﾟﾛｾｽ ○ ○ 企業行動・振る舞い
7 Sap ドイツ テクノロジー ﾏﾃﾘｱﾘﾃｨ･ﾏﾄﾘｯｸｽ × × ー
8 Sanofi フランス ヘルスケア ﾏﾃﾘｱﾘﾃｨ･ﾌﾟﾛｾｽ × × ー
9 Siemens ドイツ 製造 開示なし × × ー
10 LVMH SA フランス 消費財 開示なし × × ー
11 Medtronic Plc アイルランド ヘルスケア 開示なし × × ー
12 Inditex SA スペイン 消費者サービス ﾏﾃﾘｱﾘﾃｨ･ﾏﾄﾘｯｸｽ ○ ○ 社会経済的影響
透明性・租税貢献
13 L'Oreal フランス 消費財 ＊1 ＊１ ＊１ ー
14 Glaxosmithkline
Plc
イギリス ヘルスケア ﾏﾃﾘｱﾘﾃｨ･ﾏﾄﾘｯｸｽ ○ ○ 透明性・租税戦略
地域経済への貢献
15 Bayer ドイツ 素材 ﾏﾃﾘｱﾘﾃｨ･ﾏﾄﾘｯｸｽ ○ ○ 企業倫理
(公正な納税・透明性)
16 BASF ドイツ 素材 ﾏﾃﾘｱﾘﾃｨ･ﾏﾄﾘｯｸｽ × × ー
17 Novo Nordisk デンマーク ヘルスケア ﾏﾃﾘｱﾘﾃｨ･ﾌﾟﾛｾｽ × × －
抽出基準）世界株式時価総額ランキング100位内の欧州を本店とする企業（金融・エネルギーセクターを除く）．
データ出所）株式時価総額：Global Top 100 Companies by market capitalisation - 31 March 2017 update- (PwC)より筆者作成．
　　　　　　　　マテリアリティ開示：各社Webサイト（巻末「参考文献」参照）より筆者作成．
本社
所在国
業種
非財務情報（マテリアリティ開示）
＊1 L'Orealは，2013年度よりサステナビリティ・プログラム「Sharing Beauty With All」を導入，「commitment to sustainability」を開示しているが，マ
テリアリティとしての開示は行っていない．
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2．日本企業を分析対象としたリサーチメソッドとサンプリング 
US-GAAPでは，2006年に，解釈指針 48号「所得税の不確実性に関する会計（Accounting 
for Uncertainty in Income Taxes）」（以下「FIN4811」）が公表されている．FIN48は，永
田（2007，p. 86）や吉村（2017，p. 636-637）が言及する通り，2000年代初頭に起きたエ
ンロン会計粉飾事件等がもたらした数多くの制度改正への対応の一つであり，企業が判断
した税務ポジション，ならびに税務調査対象のリスクや追加の税コスト負担の可能性を開
示することで財務情報の質を高めることを目的として策定された．ここで「税務ポジション」
とは，企業が過去に提出した税務申告書において採られているポジションであり，税務調査
完了前の不確定で安定していない状況を指し，そのため年度末に計上している未払法人税
や繰延税金の金額に変更を生じさせる可能性を有している 12．FIN48 に準拠した米国企業
の財務諸表では，税務訴訟の動向等企業を取り巻く税務リスクが詳細に開示されている． 
不確実な税務ポジションに係る会計処理を規定した FIN48に類する会計基準は，これま
で日本基準にも国際会計基準（以下「IFRS」）にも存在せず 13，US-GAAP適用外の日本企
業においては，一般に企業経営者の判断や見積を反映した会計処理となっているものと考
えられる．そこで本分析においては，グローバル展開を行っている日本企業が晒されている
税務リスクを把握するために，主としてニューヨーク証券取引所（以下「NYSE」）に登録
しているUS-GAAP適用企業を選定することとする． 
とはいえ，本分析は，FIN48 による財務情報の分析や税務ポジションリスクの検証を最
終的な目的としているわけではない．吉村（2008）は，FIN48というディスクロージャー
制度の整備は，企業の社会的責任に対する高まりといったビジネス環境変化と共に，企業の
ステークホルダーにおける税への関心に影響を与え，従来の税負担の最小化のみならず，
「支払われた税に伴うリスク評価まで含むものとして認識されるようになってきている．」
（p. 178）としている．本論文では，財務情報で認められる各社の税務リスクにつき，企業
のサステナビリティの観点から，経営者がどのステークホルダーに対してどのような言明
を行っているのかという視座の下，分析を進める． 
具体的な分析手法は以下の通りである．なお，分析に利用されている FIN48開示「未認
識税便益」とは，企業が採った税務ポジションのうち，税務当局の調査により維持できる可
能性が 50％を超えない，つまり不確実性の高い税務ポジションを指している 14． 
【財務情報（FIN48開示）】 
① 税引当期前利益に対する未認識税便益残高の比率を用いて，未認識税便益残高が実
効税率へ及ぼす影響率を算定（直近決算期末時点） 
② 主要な税務管轄地で調査権限が残っている事業年度（直近決算期末時点） 
③ 実効税率に影響を及ぼしうる未認識税便益があると注記しているか（直近決算期を
含む過去 10年） 
④ 今後 12 ヶ月以内に発生する未認識税便益変動の具体的な内容を注記しているか
（直近決算期を含む過去 10年） 
【非財務情報（サステナビリティ開示）】 
⑤ 租税関連は，個別に，もしくは特定してサステナビリティ課題として開示されてい
るか（最新公表） 
⑥ ⑤の開示がある場合，サステナビリティ課題としてのカテゴリー・文脈は何か（最
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新公表）． 
分析対象企業は，株式時価総額国内ランキング上位 100社（2019年 1月 31日基準）の
うち，NYSE上場企業，および現在 NYSEへの上場を廃止しているもののUS-GAAPを継
続適用している企業を選定した．選定結果は表２に示した通り，US-GAAPを採用していな
い三井住友 FGを除く 16社である．なお，本田技研工業は NYSE上場企業であるが，2015
年 3月期より会計基準を IFRSに移行している．FIN48に基づく開示最終年度は 2014年 3
月期であるが，引き続き米国証券取引所の管轄下にある企業がどのような非財務情報を提
供しているかを確認するために，調査対象に加えている． 
  
表 2 米国上場およびUS-GAAP適用日本企業一覧（株式時価総額ランキング 100位以内） 
 
 
企業名
株式時価
総額順位
米国上場 US-GAAP適用状況
分析対象
選定
ＦＩＮ４８適用
決算書
1 トヨタ自動車 1 上場 有価証券報告書 ○ 有報
2 ＮＴＴドコモ 2 上場廃止
2018/3期有価証券報告書まで
(2019/3期からＩＦＲＳ適用)
○ 有報
3 日本電信電話 4 上場廃止
2018/3期有価証券報告書まで
(2019/3期からＩＦＲＳ適用)
○ 有報
4 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 5 上場 米国20-F．有報では日本基準 ○ 20-F
5 ソニー 6 上場 有価証券報告書 ○ 有報
6 本田技研工業 12 上場 2015/3期有報よりIFRSに移行 ○ 有報
- 三井住友フィナンシャルグループ 14 上場
米国20-FではIFRS
有報では日本基準
× -
7 みずほフィナンシャルグループ 21 上場
米国20-F
有報では日本基準
○ 20-F
8 キヤノン 23 上場 有価証券報告書 ○ 有報
9 村田製作所 34 上場廃止 有価証券報告書（任意適用） ○ 有報
10 三菱電機 41 上場廃止
2018/3期有価証券報告書まで
(2019/3期からＩＦＲＳ適用)
○ 有報
11 小松製作所 43 上場廃止 有価証券報告書（任意適用） ○ 有報
12 富士フイルムホールディングス 54 上場廃止 有価証券報告書（任意適用） ○ 有報
13 オリックスグループ 58 上場 有価証券報告書 ○ 有報
14 京セラ 60 上場廃止
2018/3期有価証券報告書まで
(2019/3期からＩＦＲＳ適用)
○ 有報
15 クボタ 63 上場廃止 有価証券報告書（任意適用） ○ 有報
16 野村ホールディングス 80 上場 有価証券報告書 ○ 有報
抽出基準）2019/1月末時点ＮＹＳＥ上場企業，および2019/1月末現在上場廃止しているが直近2017年度決算においてUS-GAAP継続適用企業．
出所）日経ファイナンス（株式時価総額：2019年1月31日終値）と各社Ｗｅｂサイト（ＩＲ）より筆者作成．
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III．日欧比較に基づく分析結果と考察 
1．調査結果の分析 
 前項リサーチメソッドに従い実施した調査の結果を表３に示す． 
第一の観点は，財務情報と非財務情報との関係である．分析手法⑤により，租税関連をサ
ステナビリティ課題として個別に開示しているのは，16社中 7社（NTTドコモ，日本電信
電話，ソニー，キヤノン，富士フイルムHD，クボタ，野村HD）であった．こうした非財
務情報開示の背景，つまり企業が自社の税務リスクを認識する要因もしくは基準はどこに
あるのか，財務情報の分析手法①から④を通して以下考察する． 
まず分析手法①では，未認識税便益（不確実性の高い税務ポジション）の税引前利益に占
める比率が高い企業ほど，より高い税務リスクを認識しているとの仮説を立て調査を行っ
た．しかし，13.7％と本比率が突出して高いソニーを除き，実効税率への影響割合によって
非財務情報開示の有無が決定づけられてはいないことが観察された．NTT ドコモ，日本電
信電話，野村ＨＤの 3社は未認識税便益の金額開示そのものがない．また，キヤノン（2.9％），
富士フイルム（1.1％），クボタ（0.0％）より比率が高い小松製作所（4.1％）は，非財務情
報上租税関連の個別開示を行っていない． 
次に分析手法②は，税務当局の調査権限が長期間に渡って残っている企業において高い
税務リスクが認識されているとの仮定を前提としている．だが，調査の結果，残存調査権限
年度がとりわけ古いトヨタ自動車（主要な海外地域：2002年 4月以降）やみずほフィナン
シャルＧ（米国：2002年度以降）は，非財務情報開示において租税関連に言及していない．
ここから推測されるのは，全世界に拠点を持つグローバル企業においてさえ，海外の税務当
局へのタックスコンプライアンス対応には相対的に重きを置いていないということであろ
う． 
そして，分析手法③（実効税率に影響を及ぼしうる未認識便益の開示）や分析手法④（今
後 12ヶ月以内に未認識便益が変動する事象の開示）においても，非財務情報開示との明確
な関連性は観察されない． 
最後に，分析手法①から④における補足情報に，非財務情報開示との関係を特徴づける事
項が観察された．それは，移転価格税制に関わる開示である．租税関連をサステナビリティ
上の課題として開示する 7社のうち，NTTドコモと日本電信電話を除いた 5社で，移転価
格調査もしくは移転価格税制に関わる事前確認制度について言及しているのである． 
開示企業グループの 4社（キヤノン，富士フイルムＨＤ，クボタ，野村ＨＤ）は，分析手
法②の通り，税務調査権限が残っている年度の開示にあたり，税務管轄地ごとの記載とは区
分して移転価格調査の調査権限の残存期間を独立掲記しているのである．反対に，非財務情
報非開示の企業においては，移転価格調査権限について特記している例はない． 
残るソニーにおいては，移転価格調査権限に関して言及はないものの，移転価格税制が同
社の未認識税便益の変動に及ぼす影響について，毎期詳細な説明が記載されている． 
「未認識税務ベネフィット 15の総額の主な増減（解決を含む）は，G&NS 分野，HE&S
分野，IP&S分野，ＭＣ分野 16，半導体分野その他分野の特定の連結子会社間クロスボ
ーダー取引に関する二国間事前確認制度（以下「APAs」）の申請の結果を含む移転価格
調整に関連しています．これらの APAs は租税条約で規定される二国間相互協議手続
にもとづいた，ソニーと二ヵ国の税務当局間の合意を含んでいます．ソニーは見積もら
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れた税金費用を，通常これらの手続の進捗や移転価格の税務調査の進捗に応じて見直
し，必要に応じて見積りを調整しています．」（2018 年 3 月期ソニー有価証券報告書，
p. 166より筆者抜粋） 
反面，分析手法④の補足情報の中で，非財務情報開示のない 2 社（本田技研工業，京セ
ラ）においても，特定の時期に「移転価格相互協議合意による未認識税便益の減少」があっ
たこと，すなわち具体的な移転価格否認事案が発生した事実に言及している．しかし，両社
とも開示時期は 2011年 3月期のみである．これ以降事前確認制度を利用する等，移転価格
税制に関わる不確実性をコントロールしていることを根拠として，租税関連リスクを非財
務情報上の開示対象から除外しているのではないだろうか．これについては，次項で検証を
行うこととする． 
以上の通り，財務情報と非財務情報との整合性という第一の観点からは，移転価格税制に
対して相対的に高いリスクを認識している企業が，サステナビリティ開示において租税関
連を課題として扱う傾向にあるという結論が導き出せるであろう．このことに関しては，移
転価格税制という二国間取引に跨る税制度に関連しない海外単独の税務調査に対して，ト
ヨタ自動車やみずほフィナンシャルＧがリスクと捉えていないことも証左の一つと考えら
れる．一方で，海外に主要な拠点を持たず，移転価格の問題が生じ得ないと考えられる NTT
ドコモと日本電信電話でも租税関連をサステナビリティ課題として扱っていることに関し
ては，次の第二の観点で述べたい． 
第二の観点は，租税関連の非財務情報開示のあった 7 社の，サステナビリティ課題とし
ての文脈（分析方法⑥）である．Web サイト上のサステナビリティレポート，統合報告書
を始めとするCSRやサステナビリティの公開情報よりマテリアリティや税務方針等を抽出
した結果，「ガバナンス」「コンプライアンス」「リスクマネジメント」の 3つのカテゴリー
に収斂することが観察される．さらに詳細に見ていくと，日本電信電話（「税務当局との関
係維持」），キヤノン（「税務ガバナンス体制の整備」），富士フイルム（「税務ガバナンスの維
持向上」「税務当局との信頼関係」），野村 HD（「税務当局との関係維持」）のように，こと
さら課税当局を意識した開示例が多い．対して，前述した欧州企業と同様，広範なステーク
ホルダー向けに純粋な企業行動規範の文脈での開示を行っていると認められるのは，7社中，
NTTドコモ（「コーポレート・ガバナンス」＞「税務戦略」＞「税務コンプライアンスの維
持・向上」「税務リスクの低減」），ソニ （ー「企業倫理とコンプライアンス－行動規範」＞「自
律した経営－税務コンプライアンス」＞「税法関連規則や国際税務ルールに対する理解と遵
守」），クボタ（「ガバナンス－行動憲章・行動基準」＞「経営の透明性の向上と説明責任の
履行－適切な会計・税務処理」＞「関係法令の遵守・適切な申告納税」）の 3社に限定され
ていた．さらに，BEPSが要請し欧州企業の開示においても多くの引用が見られた「税の透
明性」の文脈を掲げている企業となると，クボタ 1社のみであった． 
以上 2 つの観点から分析した結果，調査対象となった日本企業においては，主に我が国
の課税当局に対する防衛的意識が高いことに加えて，税務調査の中でもとりわけ移転価格
税制を主要な税務リスクと認識する傾向にあり，欧州企業のように広範なステークホルダ
ーに対して戦略的・能動的に自らの行動規範としての税務ポリシーを公開している事例は
少数に留まることが確認された． 
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表 3 US-GAAP適用企業の「不確実な税ポジション」開示とサステナビリティ開示 
（１/2, No.1~No.8） 
 
 
 
実効税率
（税負担率）
未認識税便益の
対税引前利益
比率
主な税務管轄地で調査
権限が残っている年度
実効税率に
影響を及ぼしうる
未認識税便益の開示
今後12ヶ月以内に
未認識税便益が
変動する事象の開示
租税関連はサス
テナビリティ課題
として個別に開示
されているか
サステナビリティ課題
としてのカテゴリー・文脈
1 トヨタ自動車 2018/3期 19.2% 0.8%
日本：2011年4月以降
主要な海外地域：
　　2002年4月以降
全ての年度で
「重要性なし」として
金額の開示なし
全ての年度で
「重要な変動予想なし」
との開示
個別開示なし -
2 ＮＴＴドコモ 2018/3期 30.8%
未認識税便益の
開示なし
日本：2017年4月以降
全ての年度で
開示なし
全ての年度で
「重要な変動予想なし」
との開示
個別開示あり
【コーポレート・ガバナンス】「税務戦略」
税務コンプライアンスの維持・向上
税務リスクの低減
3 日本電信電話 2018/3期 30.9%
未認識税便益の
開示なし
日本：2015年度以降
2011/3-2017/3の間
金額の開示あり
全ての年度で
「重要な変動予想なし」
との開示
個別開示あり
【ガバナンス】「税務方針」
社会的規範・社内規則への遵守
税負担の適正化
国際課税リスクへの対応
税務当局との関係維持
4
三菱ＵＦＪフィ
ナンシャルG
2018/3期 24.5% 0.8%
日本：2017年度以降
米連邦税：
　　2010年度以降
米ＣＡ：2014年度以降
ﾀｲ：2010年度以降
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ：
　　2017年度以降
全ての年度で
金額の開示あり
全ての年度で
「重要な変動予想あり」
と開示
*2010/3, 2011/3を除き，
変動金額を毎期開示
具体的な事象の説明なし
個別開示なし -
5 ソニー 2018/3期 21.7% 13.7%
日本：2008年度以降
米国含む海外：
　　2013年度以降
全ての年度で
金額の開示あり
2009/3-2011/3を除き，
重要な変動予想金額を
毎期開示
*「二国間事前確認制度
申請結果による
移転価格調整に関連
するもの」との説明あり
個別開示あり
【企業倫理とコンプライアンス-行動規
範】
「自律した経営-税務コンプライアンス」
税法関連規則や国際税務ルールに対す
る理解と遵守
6 本田技研工業
2014/3期
*1
34.7% 1.0%
日本：2008/3期以降
米国等海外：
　2005/3期以降
全ての年度で
金額の開示あり
「財務諸表に重要な影響を
与える可能性があるが，
変動を合理的に見積もる
ことは困難」との開示
*2011/3期，移転価格
相互協議合意により
未認識税便益が減少
個別開示なし -
7
みずほフィナン
シャルG
2018/3期 28.3% 0.3%
日本：2009年度以降
米国：2002年度以降
英国：2015年度以降
全ての年度で
金額の開示あり
全ての年度で
「重要な変動予想なし」
との開示
個別開示なし -
8 キヤノン 2017/12期 27.7% 2.9%
例外を除き
日本：2017年度以降
移転価格調査：
　2017年度以降
米国・オランダ他海外：
　　2007年度以降
全ての年度で
金額の開示あり
全ての年度で
「重要な変動予想なし」
との開示
個別開示あり
【リスクマネジメント】
「適正な納税の履行」
税務ガバナンス体制の整備
税務コンプライアンス意識の向上
国際課税ルールの尊重
*過去5年間の実効税率推移を開示
非財務情報
（最新公表）（直近決算期末を含む過去10年）*1
企業名
（直近決算期末）
財務情報
直近
決算期
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企業の開示戦略における比較論的一考察－日本企業の租税関連開示を事例として－ 
（2/2, No.9~No.16） 
 
実効税率
（税負担率）
未認識税便益の
対税引前利益
比率
主な税務管轄地で調査
権限が残っている年度
実効税率に
影響を及ぼしうる
未認識税便益の開示
今後12ヶ月以内に
未認識税便益が
変動する事象の開示
租税関連はサス
テナビリティ課題
として個別に開示
されているか
サステナビリティ課題
としてのカテゴリー・文脈
9 村田製作所 2018/3期 13.0% 0.1%
日本：2015年度以降
主な海外：
　2004年度以降
全ての年度で
金額の開示あり
全ての年度で
「重要な変動予想なし」
との開示
個別開示なし -
10 三菱電機 2018/3期 22.6%
未認識税便益の
開示なし
日本：2010年度以降
米国：2014年度以降
タイ：2012年度以降
欧州：2012年度以降
全ての年度で
影響を与える可能性
を示唆するも
金額の開示なし
全ての年度で
開示なし
個別開示なし -
11 小松製作所 2018/3期 29.6% 4.1%
日本：2015年度以降
米国：2010年度以降
その他海外：例外除き
　2011年度以降
2017/3, 2018/3のみ
金額の開示あり
*その他の年度は
税務調査等の不確実
性に言及するも
金額の開示なし
全ての年度で
「重要な変動予想なし」
との開示
個別開示なし -
12
富士フイルム
HD
2018/3期 27.5% 1.1%
日本：2015年度以降
移転価格調査：
　2011年度以降
主な海外：
  2012年度以降
2013/3-2018/3の間
金額の開示あり
全ての年度で
「重要な変動予想なし」
との開示
個別開示あり
*2
【コーポレートガバナンス】
「税務方針」
国際課税ルール遵守
適時適正な納税
税務ガバナンスの維持向上
税務当局との信頼関係
キャッシュフローの最大化
租税回避を意図したプランニング・タック
スヘイブンの禁止
13 オリックスG 2018/3期 26.2%
未認識税便益の
開示なし
当社：2017/3期以降
日本子会社：
　　2011/3期以降
米国：2009/3期以降
蘭：2012/3期以降
全ての年度で
開示なし
全ての年度で
「著しく増減する可能性
は低い」との開示
個別開示なし -
14 京セラ 2018/3期 35.6% 1.1%
日本：2017/3期以降
米国：2014/3期以降
全ての年度で
金額の開示あり
全ての年度で
「重要な変動予想あるが
経営成績等に及ぼす
影響なし」との開示
*2011/3期，二国間事前
確認制度における
税務当局との解決により
未認識税便益が減少
個別開示なし -
15 クボタ
2017/12期
*3
32.8% 0.0%
例外を除き
日本：2016年度以降
米国：2013年度以降
*2012年度以降移転価
格調査権限が残ってい
るが，2017年度分まで
事前確認合意しており
調査の可能性は低い
全ての年度で
「金額僅少」として
金額の開示なし
全ての年度で
「経営成績等に及ぼす
影響なし」との開示
*2010/3期，二国間事前
確認制度における
確認対象期限到来により
未認識税便益が減少
個別開示あり
【ガバナンス-行動憲章・行動基準】
「経営の透明性の向上と説明責任の履
行-適切な会計・税務処理」
関係法令の遵守・適切な申告納税
16 野村HD 2018/3期 31.7%
未認識税便益の
開示なし
日本：2013年度
（うち移転価格，2012年
度以降）
英国：2016年度以降
米国：2015年度以降
*調査内容：移転価格
税制，費用の控除可能
性，外国税額控除ほか
全ての年度で
開示なし
全ての年度で
「著しく増加の可能性が
あるが定量的な見積不能．
ただし，変動が財務状態
に重要な影響を与えない」
との開示
個別開示あり
【コンプライアンス】
「タックス・ポリシー」
税務コンプライアンス
税金費用の適正化
移転価格税制
税務当局との関係維持
データ出所）財務情報は有価証券報告書もしくはSEC 20-F，非財務情報はサステナビリティ関連報告（巻末「参考文献」参照）より筆者作成．
*1 本田技研工業の財務情報開示は，ＵＳ－ＧＡＡＰ適用の2009/3期から2014/3期を対象としている．
*2 富士フイルムＨＤのＷｅｂサイトには，直近ではないが2017年度サステナビリティレポートに含まれていた「税務方針」が掲載されている．
*3 クボタは，2015年度にそれまでの3月決算から12月決算に変更している．
非財務情報
（最新公表）（直近決算期末を含む過去10年）*1
企業名
（直近決算期末）
財務情報
直近
決算期
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2．移転価格税制への対応 
ここで，多くの日本企業が高い税務リスクを認識していると見られる移転価格税制につ
いて，その定義を明らかにする． 
移転価格のメカニズムを紹介した増井・宮崎（2011，p.166-168）では，移転価格とは多
国籍企業において国際的なグループ内取引に関わる価格を指し，その代表例として，外国市
場に製造拠点を展開する際に，現地に設立した子会社に特許権やノウハウなどの技術を提
供して使用料を受け取る取引を挙げている．移転価格が国際課税上問題となり得るのは，外
部の第三者との取引における価格（以下「独立企業間価格」）とは異なる価格決定がなされ
る点にある．増井・宮崎（2011）では，その背景として「国際技術市場が非効率的」（p.166）
「現実世界では多くの場合，独立の第三者Ｂ社（進出国に所在する外部の第三者（筆者注））
との間での公開市場での技術供与取引は存在」しない（p. 168）ためとしている．一方，金
子監修，中里・米田・岡村編集（2017-b，p.254）では，2015年の BEPS報告書において
も移転価格税制が重要な地位を占めた理由として，近年，多国籍企業がグループ間取引を通
じ，重要な無形資産を高税率国から低税率国へ移転させ，収益配分の比重を低税率国法人に
置く動きが，国際的に政治問題化したことを挙げている．いずれにしても，こうしたグルー
プ内国際取引を規制するために設けられた移転価格税制の本質が，国家間の課税権の確保・
調整にあることは両者見解が一致している． 
そこで本項ではこうした移転価格税制の趣旨を前提として，企業側の対応方針を詳細に
分析することとする．具体的には，前項分析の対象期間中，移転価格課税事案に関連した未
認識税便益減少を開示している 4社（ソニー，本田技研工業，京セラ，クボタ）を再度選択
し，税務当局から更正処分もしくは指摘を受けた移転価格調査の解決に向けて実際に各社
がどのような手段を講じたのか，プレスリリースや有価証券報告書といった企業の公開情
報を利用して考察を行う．前項に記載の通り，4社中，本田技研工業と京セラは，非財務情
報上の開示対象から租税関連リスクを除外している．これら 2 社と，反対に非財務情報開
示を行っているソニー並びにクボタとを区別することで，各社の租税リスク認識における
差異が明らかになるであろう． 
 
（１） 直近非財務情報において租税関連を開示対象としていない 2社 
（本田技研工業，京セラ） 
表４および表５においては，対象 2 社が，過去に移転価格調査に基づく更正処分を受
け，国際的二重課税 17を排除するために二ヵ国税務当局間の相互協議を申請した事案を
記載している．原則として，FIN48 適用開始以降の移転価格に係る開示に関連する事案
を対象としているが，本田技研工業に関しては US-GAAP から IFRS に移行した後の注
記に係る事案も分析対象に含めている． 
  2 社のケースにおける共通事項として，a. 我が国の税務当局から更正処分を受けてい
ること，b. 当時取引の相手国側で移転価格に係る相互協議の申立にほとんど応じていな
かった本田技研工業のブラジル事案 18を除き，二ヵ国相互協議での解決を図っているこ
と，c. 移転価格事案の解決時にはプレスリリースを行っておらず，顛末・結果について
は FIN48注記から推測するに留まること，d. 事前確認制度を含む相互協議の合意・解決
を得た後，直近 2018/3期に至るまで，有価証券報告書の法人所得税注記において移転価
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格関連に一切言及していないことの 4点が挙げられる． 
  本田技研工業のブラジル事案は，有価証券報告書にも記載がある通り，東京国税局の課
税処分を不服として企業側が取消を求めた結果，勝訴している 19． 
  このように，非財務情報内で租税リスクに言及していない 2 社は，グローバル企業の
ビジネスに大きな影響を与え得る移転価格税制に対して，相互協議や税務訴訟等の手段
により税の不確実性を統制し最小化しようとする租税方針が強く窺えるのである． 
 
表 4 本田技研工業・FIN48導入以降の移転価格課税関連開示 
 
 
表 5 京セラ・FIN48導入以降の移転価格課税関連開示 
 
 
（２） 直近非財務情報において租税関連を開示対象としている 2社 
（ソニー，クボタ） 
表６，表７からは，具体的にプレスリリースされた事案に関しては，a. 我が国の税務
当局から更正処分を受けていること，b.二ヵ国相互協議での解決を図っていること，c. 移
転価格事案の解決時にプレスリリースを行っていないことの 3点は，（１）と同様である
ことがわかる． 
異なるのは，課税事案発生に係るプレスリリースが行われなくなった後も，直近決算期
（ソニー：2018/3期，クボタ：2017/12期）に至るまで，有価証券報告書上は移転価格関
税務管轄 発生年度 対象年度 取引 2008/3期 2011/3期 2016/3期
東京国税局
【更正処分】
2005/3期
1997年
-2002年
ブラジル二輪事
業法人におけ
る収益配分
- -
一部のブラジル連結子会社との国外
関連取引の移転価格に関する訴訟
終結により，日本において還付加算
金を含む税金還付金額が確定．この
影響により当期税金費用が19,145百
万円減少．【ＩＦＲＳ】
東京国税局
【税務調査】
2008/3期
2002/3期
-2006/3期
中国四輪事業
法人における
収益配分
2002/3期から2007/3期までの期間に
ついての移転価格税制調査の予想さ
れる更正額等を見積り未認識税便益
として計上．【ＦＩＮ48】
- -
-
海外関連会社との国外関連取引に
関わる移転価格につき二国間の相
互協議合意．未認識税便益を一部減
額．【FIN48】
-
出所）更正処分，税務調査の2事案データはホンダWebサイト「ニュースリリース」より，その他データは有価証券報告書より筆者作成．
移転価格課税に基づく更正処分，事前確認申請の内容 有価証券報告書上の注記（ＦＩＮ４８導入後，ＩＦＲＳ移行後含む）
二国間相互協議申請
（年度，対象海外子会社，取引内容不明）
税務管轄 発生年度 対象年度 取引 2009/3期 2010/3期 2011/3期
大阪国税局
【更正処分】
2005/3期
1999/3期
-2003/3期
海外子会社と
の製品取引
追徴税額12,748百万円．異議申立により原処分の
一部取消し決定，4,305百万円還付．
取消しが認められなかった部分について不服審判
所に審査請求を提出すると共に，国税庁に対して
米国，シンガポール，ドイツとの相互協議申立書を
提出．2008/3期に米国，2009/3期にシンガポール
とそれぞれ相互協議合意．
- -
大阪国税局
【更正処分】
2010/3期
2004/3期
-2008/3期
海外子会社と
の製品取引
- 追徴税額2,570百万円． 追徴税額2,570百万円．
- -
2011/3期，二国間事前確認制度
における申請の一部について税務
当局と解決，未認識税便益減少．
出所）有価証券報告書より筆者作成．
移転価格課税に基づく更正処分，事前確認申請の内容
二国間事前確認制度申請
（年度，対象海外子会社，取引内容不明）
有価証券報告書上の注記（ＦＩＮ48導入後）
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連注記を行っていることである．ソニーでは，移転価格調査の対象となるクロスボーダー
取引が複数事業領域に跨っており企業業績に与えるインパクトが相対的に高いことが見
てとれ，またクボタでは，日米間の事前確認申請においては合意に達しているものの，豪
子会社間取引に関する更正処分の顛末が不明である．二か国間相互協議という救済手段
により解決を図る方針は（１）と同様ながら，不確実性が潜在する租税リスクを完全に排
除することは困難であるとの企業判断が，非財務情報開示にも反映しているものと考え
られる． 
 
表 6 ソニー・FIN48導入以降の移転価格課税関連開示（2009/3-2017/3期の開示記載省略） 
 
 
表 7 クボタ・FIN48導入以降の移転価格課税関連開示（2010/3-2016/12期の開示記載省略） 
 
 
3．日本企業を取り巻く租税環境 
 前項までの分析と検討の結果，大多数の日本企業においては，租税が社会的課題，すなわ
税務管轄 発生年度 対象年度 取引 2008/3期 直近決算期（2018/3期）
東京国税局
【更正処分】
2006/3期
1998年
-2002年
複数海外子会
社とのＣD・DVD
ディスク事業に
関する取引
-
東京国税局
【更正処分】
2007/3期
2003年度
-2004年度
複数海外子会
社とのＣD・DVD
ディスク事業に
関する取引
-
東京国税局
【更正処分】
2007/3期
1999年度
-2004年度
ソニー・コン
ピュータエンタ
テインメント・ア
メリカとのゲー
ム事業に関す
る取引
-
-
未認識税便益の主な増減は，G&NS分野，HE&S分野，IP&S分
野，MC分野，半導体分野，その他のクロスボーダー取引に関す
る二国間事前確認制度（ＡＰＡ）の申請の結果を含む移転価格調
整に関連．これらＡＰＡは，二国間相互協議手続きに基づく二ヵ
国の税務当局間の合意を含む．
出所）更正処分データはソニーWebサイト「ニュースリリース」より，その他データは有価証券報告書より筆者作成．
移転価格課税に基づく更正処分の内容 有価証券報告書上の注記（ＦＩＮ４８導入後，ＩＦＲＳ移行後含む）
未認識税便益の主な増減は，ゲーム分
野，エレクトロニクス分野のクロスボー
ダー取引に関する二国間事前確認制度
（ＡＰＡ）の申請を行ったことに関連．これ
らＡＰＡは，二国間相互協議手続きに基づ
く国内外の税務当局間の合意を含む．
上記期間以降，移転価格関連のプレスリリースなし
税務管轄 発生年度 対象年度 取引 2008/3期 2010/3期 直近決算期（2017/12期）
日米の親子間取引に関わる移転価
格に関して事前確認申請（APA)が日
米当局で合意．日本の税務当局に対
する追加納付見込み6,521百万円を
その他の固定負債計上，米国の税
務当局からの還付見込額5,941百万
円をその他の資産計上．
確認対象期限到来により，日本の税
務当局に対する追加納付額4,534百
万円を未払法人所得税に，還付金
2,807百万円をその他の流動資産に
計上．見積額と確定額の乖離は過年
度の税務ポジションに関連する減少
に含まれており，米国子会社の営業
利益率の悪化に起因するもの．
-
大阪国税局
【更正処分】
2013/3期
2006/3期
-2011/3期
機械事業にお
ける豪子会社と
の取引
- -
日本の税務当局は2012年度以降に
ついて移転価格調査権限があるが，
2017年度以前の日米の親子間取引
に係る移転価格については事前確認
申請合意済み．
出所）2012年の更正処分事案データはクボタWebサイト「ニュースリリース」より，その他データは有価証券報告書より筆者作成．
移転価格課税に基づく更正処分，事前確認申請の内容 有価証券報告書上の注記（ＦＩＮ４８導入後，ＩＦＲＳ移行後含む）
上記期間以降，移転価格関連のプレスリリースなし
二国間事前確認申請
（年度，対象海外子会社，取引内容不明）
有価証券報告書上，当該事案に対する具体的な記載なし
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ち広範なステークホルダーに対する透明性の問題として発展してきた欧州企業とは別の文
脈で，対外開示を行っていることが明らかになった．最後に，そうした差異が生じた背景に
ついて仮説を提起しておきたい．ここで注目するのは，SDGsにおける欧州の位置づけとは
異なり，日本はサステナビリティ・アジェンダの発信地ではないといった社会的要因ではな
い．もっと直接的な，日本の税制に起因する制度的背景である．非財務情報における租税の
文脈の多くが，我が国の税務当局との関係維持にあるのは何故か．巨額の移転価格課税事案
の解決に対処してきた過去の経緯がありながら，非財務情報でそのリスクを言及していな
い企業が存在するのは何故なのか．この一見無関係に見える二つの疑問を解く鍵として，我
が国のアドバンス・ルーリング制度の運用実態があると考えられる． 
 アドバンス・ルーリングとは，納税者がある取引を行うか否かの意思決定の前提として，
個別具体的案件の公定解釈や取扱いの表明を税務当局に対して事前に求める手続きを制度
化したもので，納税者側の法的安定性と予測可能性を高める目的がある（金子，2017，p.110-
112）．2004年，日本の国税庁は，事前照会に対する文書回答手続の抜本的な見直しを行い，
従来受け付けてこなかった特定の納税者の個別事情に係る照会も文書回答手続の対象とし
た．金子（2017）は，これをもって「アメリカの（アドバンス・ルーリング）制度に類似す
る制度がようやく採用された」としている（p.111，カッコ内は筆者追記）． 
 しかし，酒井（2004）は，米国を始めとする海外のアドバンス・ルーリング制度では，個
別具体的案件の公定解釈等を照会した納税者に対して，ルーリングを発給した税務当局が
法的に拘束される 20とする国が多い（p. 577）一方で，我が国の文書回答手続による回答は，
通達とは異なり行政組織内の拘束力（以下「内部拘束力」）を持たず，それゆえ回答に反す
る課税処分が行われる可能性を指摘している（p. 640-643）．そして，回答に内部拘束力が
ない点を執行上で担保する仕組みは採用されておらず，アドバンス・ルーリング制度の目的
の一つである法的安定性の確保につき疑問を呈している（p.722）． 
 さらに，国税庁の Web サイトに掲載された「文書回答手続の概要」21には，回答手続対
象外の事案として「①照会の前提とする事実関係について選択肢があるもの」「④取引等の
主要な目的が国税の軽減等であるものや通常の経済取引等としては不合理であると認めら
れるもの」が含まれている．別途手続が定められている移転価格税制における独立企業間価
格の算定方法等を除き，企業が自社の（アグレッシブであると否とに関わらず）タックスプ
ランニングに対して事前に一定の保証を得る機会が著しく排除されており，法的安定性の
みならず，予測可能性の観点でも限定的な制度と言える． 
もっとも回答手続の対象外とされる④の案件に関しては，加藤（2015）が言及する通り，
クロスボーダー取引に係るルーリングが，ある企業を差別的に優遇する取扱いを与えるも
のである場合等においては租税回避を促進・許容する可能性があり（p. 29-31），こうした
海外のアドバンス・ルーリング制度に批判の目が集まっている側面は看過できない．2016
年に，EUの欧州委員会（反トラスト当局）が，アイルランド政府と米国 Appleとの間で交
わされたルーリングは EU 条約上違法な政府補助に該当すると認定した事例は代表的な対
抗策と言えよう．しかし本事案において，アイルランド政府は，このルーリングが EU規制
に則ったものであるとして現在も EU司法裁判所への不服申し立てを継続している 22． 
対して我が国では，発行されたアドバンス・ルーリング内容への信頼性という観点におい
て，納税者の要請に十分応えているとは言えない状況にある．このことが，日本企業に，課
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税は税務調査官の解釈の問題であるという意識を醸成し，税務当局との関係・信頼性の維持
という防衛的な課題を認識させるに至った一因であろう．ルーリングの信頼性を前提とし
て，マルチステークホルダー向けに能動的な開示を行っている欧州企業とは，租税環境の点
で懸隔があると言える．そして，日本企業にとって課税リスクは一般にコントロール不能と
いう認識が定着している中で，移転価格税制は，追徴額が巨額に上る可能性が高い一方で，
特に二国間事前協議による合意を得た場合には法的安定性・予測可能性共に優れていると
いう意味において異質である．それゆえ，これをリスクとして認識するか否か，各社の開示
方針・姿勢が分かれていると考えられるのである．  
 
IV．議論と今後の課題 
本論文では，日本企業の租税関連開示の特徴について財務情報と非財務情報の両面から
分析し，欧州企業との差異を考察すると共にそうした差異が生じる制度的要因について仮
説を導出した．ここで焦点としたのは，BEPSを始めとして大企業・多国籍企業に対し税の
透明性を迫る国際的潮流の下で，行われた企業経営者の言明，すなわち開示戦略である．と
りわけ，（他の会計基準ならば開示検討すら不要である）不確実な税ポジションの注記が求
められる企業における対外公表の方針や姿勢を明らかにするために，US-GAAP適用企業を
選定した． 
本調査の結果，FIN48 の要請に従い詳細な租税リスク開示の義務がある日本企業におい
てさえ，本邦税務当局からの移転価格調査に対する防衛的な開示が主流であることが観察
されている．その傾向は，近年国税当局が，大規模企業の税務コンプライアンスの維持・向
上に向けたコーポレートガバナンスの自発的な取組みを促進していることで，一段と強ま
っているものと考えられる．欧州企業が，租税を取り巻く社会的制度的背景から広範なステ
ークホルダーを認識し，企業戦略として能動的な開示を行っている姿勢とは対照的である． 
こうした日本企業の消極的ないしは閉鎖的な開示方針を租税リスクと企業のレピュテー
ションとの関係で見た場合，一般投資家等ステークホルダーへの配慮は税務当局の指摘・更
正を通じた間接的な認識に留まっていると言い換えることができる．本論文の対象企業に
おいて，近年移転価格調査事案の適時開示がないことはその証左の一つであろう．直近では，
ソフトバンクグループが，英国子会社株式をグループ内ファンドに譲渡した際に計上した
税務上の欠損金の一部につき巨額の修正申告を行ったとの報道 23があり，租税回避防止の
議論が再燃しているが，やはりソフトバンクグループとしてはプレスリリースをしていな
い．本論文では，企業が租税行動を採択する際の判断基準となるべきアドバンス・ルーリン
グにおける信頼性，法的安定性の問題を提起したが，何故大多数の日本企業では租税に対す
るレピュテーションコストが小さいのかに関しては引き続き検討すべきテーマである．そ
のためには租税以外のサステナビリティ項目との相対的な優先度にも目を向ける必要があ
るだろう．この問題は究極的には，契約社会である欧米との租税開示に対する考え方の差異
といった，経営学と社会学との学際的課題にもつながるものと考えられる．  
そして日本企業への示唆という観点では，単一のステークホルダーに向けられたディス
クロージャーが，コーポレートガバナンス・コードやスチュワードシップ・コードで示され
たコーポレートガバナンスの概念には合致しない点を指摘することができる．少なくとも，
海外投資家やアナリストに訴求するものではない．これは，ステークホルダーにとっての税
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に対する評価のポイントが，企業の租税回避行為を抑制することにあるのか，税引後利益の
増大すなわち税コストの効率性を求めることにあるのかといった議論とは別に捉えるべき
イシューであろう．北川ら（2019）は，コーポレートガバナンス・コードの発祥である英国
では企業の文化・理念に即した固有の考え方を尊重する姿勢があり，それゆえ我が国のコー
ドにおいても「Comply or Explain」が提唱されているが，多くの日本企業は Complyを優
先し Explain を回避していると指摘している（p. 5-6）．開示方針の積極性とコーポレート
ガバナンス・コードの浸透度との関係は本論文の対象外であるが，こうした視座は，今後の
コーポレートガバナンス論研究の可能性を広げるものと考えている． 
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（サステナビリティ関連データ） 
【日本企業】 
トヨタ自動車 Webサイト. Sustainability Data Book 2018，GRI対照表. 
NTTドコモ Webサイト. サステナビリティレポート 2018. 
NTTグループ Webサイト．サステナビリティレポート 2018． 
三菱 UFJフィナンシャル・グループ Webサイト．「社会的責任」. 
Sony Japan Webサイト. Sustainability Report 2018，ソニーグループ行動規範. 
Honda Webサイト. Sustainability Report 2018，Honda 行動規範. 
みずほ FG Webサイト. 「CSR（企業の社会的責任）＞CSRの中長期取り組み方針」，統合報
告書 2018，GRIガイドライン対照表. 
Canon Global Webサイト. Sustainability Report 2018, GRIスタンダード対照表. 
村田製作所 Webサイト. 「ムラタについて＞CSRへの取り組み＞企業倫理規範・行動指針」，
Murata value report 2018. 
三菱電機 Webサイト. 三菱電機グループ CSRレポート 2018，三菱電機グループ 倫理・遵
法行動規範. 
小松製作所 Webサイト. CSR・環境報告書 2018 フルレポート. 
富士フイルムホールディングス Webサイト. 「CSRの取り組み＞コーポレートガバナンス
＞富士フイルムグループ税務方針」，Sustainability Report 2018. 
オリックス Webサイト. 「サステナビリティ」. 
京セラ Webサイト. 京セラグループ CSR報告書 2018. 
クボタ Webサイト. 2018 Kubota Report（事業・CSR報告書），クボタグループ行動憲章・行
動基準. 
野村グループ Web サイト.「コーポレート・ガバナンス/コンプライアンス＞野村グループ 
タックス・ポリシー」，Nomuraレポート 2018（統合報告書），GRI対照表. 
（以上各社Webサイトは 2019年 2月 28日閲覧） 
【欧州企業】 
Nestle. Webサイト. Nestle in society - Creating Shared Value and meeting our commitments 2017 -. 
Anheuser-Busch Inbev. Web サイト. AB InBev Materiality Assessment and Report Development
（March 2015）. 
Roche. Webサイト. Materiality assessment and stakeholder engagement -Process description -. 
Novartis. Webサイト. 2017 Corporate Responsibility Materiality Assessment Results Report - 
Identifying what matters most -. 
Unilever. Webサイト. Sustainable Living＞Defining our material issues＞Materiality Matrix 2017.  
British American Tobacco. Webサイト. Sustainability＞Sustainability Report 2017. 
Sap. Webサイト. SAP Integrated Report 2017 - Intelligent Enterprise -. 
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Sanofi. Webサイト. 2017 Integrated Report＞Sanofi’s CSR Materiality, Strategy & Governance 
Factsheet (May 2018). 
Siemens. Webサイト. Sustainability＞Sustainability Information 2017. 
LVMH. Webサイト. Governance & SRI＞Extract from the 2017 Reference Document – 
Environment & sustainability. 
Medtronic. Webサイト. Citizenship＞Sustainability＞FY17 Integrated Performance Report. 
Inditex. Webサイト. 2017 Annual Report＞Sustainable strategy＞Materiality analysis. 
L’Oreal. Webサイト. 2017 Progress Report -Sharing Beauty with All-. 
Glaxosmithkline. Webサイト. Responsibility＞Materiality assessment 2016. 
Bayer. Webサイト. Sustainability Management at Bayer. 
BASF. Webサイト. Sustainability＞Identification and Management of Sustainability Issues. 
Novo Nordisk. Webサイト. Sustainable business＞Materiality Determination. 
（以上各社Webサイト 2018年 8月 31日閲覧） 
（移転価格関連データ） 
Sony Japan Webサイト. ニュースリリース，有価証券報告書. 
Honda Webサイト. ニュースリリース，有価証券報告書. 
京セラ Webサイト.有価証券報告書. 
クボタ Webサイト. ニュースリリース，有価証券報告書. 
（以上各社Webサイトは 2019年 5月１日閲覧） 
 
脚注 
1 「フェイスブック，納税は売り上げ発生地で 戦略転換」（2017年 12月 13日，日本経
済新聞）． 
2 国連による責任投資原則（Principles for Responsible Investment）前文より． 
3 Global Reporting Initiativeの略．2000年に包括的なサステナビリティ報告のためのガ
イドラインを初めて公表した． 
4 GRI Webサイト「New GRI draft Standard on Tax and Payments to Governments 
Driving Greater Transparency」（2019年 7月 7日閲覧）． 
5国税庁Webサイト「税務に関するコーポレートガバナンスの充実に向けた取組について
（調査課所管法人の皆様へ）」（2019年 5月 1日閲覧）．税務当局と見解の相違が生じやす
い取引の自主開示等を条件として，税務調査間隔を延長する扱いが開始されている． 
6 1961年の OECD創設より本部はパリにある． 
7 本庄（2017）によれば，米国では，一部のタックスヘイブン子会社の所得を除いては国
外所得の課税繰延が認められており，「国際競争上，米国企業が有利にその事業展開を行
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